
札幌市子   子育 支援事業計画 見直     札幌市子ども未来局

１ 需給計画のポイント

２ 需給計画
○需給計画 行政区別 策定

 行政区毎 需給 状況 把握     区別 過不足 状況 把握  新設整備等   供給 確保 必要   量 計上（詳細  ３ 需給計画 策定過程 参照）
○行政区別 需給計画 状況

 行政区毎 不足量     対  供給拡大量等 異       集計  結果 左下 表          供給拡大   Ｈ32.4 全市 供給量等 状況 右下 表     

計画期間中の供給の変動 （人）

０歳 １・２歳

保育 教育

行政区別不足量 合計
（Ａ） +0 ▲ 1,918 ▲ 1,514 ▲ 789 ▲ 312

+212 +1,918 +1,285 +1,302 +180

ー

※供給拡大量 加 区間調整量   必要 量 確保

4,717（  約4,000 保育所等整備量）
供給拡大量
（Ｂ）

※ 供給拡大量（B）    保育所等 認可施設    企業主導型保育事業 幼稚園一時預  事業 含
     １号 定員減 見込  含      

３ ５歳

３号
２号

１号
確保が必要
   量
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３ 需給計画の策定過程

行政区（10区）別に、
それぞれのニーズを充足する

供給計画を策定

行政区毎  子   年齢区分   異  過不足 状況
を把握

各区  過不足  対   新設整備等    供給量  拡大       区間調
整量  充当        各区     量    必要   量 確保

Ｈ30.４ Ｈ32.４

年齢区分   不足  量に応じて、計画に定
める供給確保策（認定こども園等や企業主導
型保育事業等） 組 合   供給量 拡大

 供給量（②）   区間調整値（③）    
不足    量 解消
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札幌市子   子育 支援事業計画 見直      ＜参考資料＞ 札幌市子ども未来局

１ 子ども・子育て支援事業計画について ２ 見直  検討経過 今後 予定

３ ニーズの状況 ４ 供給量確保 当    考 方

○ 子   子育 支援法 基   ５年 一期   教育 保育等 提供体制 確保等
について定めることが義務付けられた計画

○ 札幌市   新     子  未来   （計画期間：Ｈ27 31）  第５章 定
め、この計画に基づきこれまで保育所等の整備を推進

○ 近年 保育    上昇 続 中  計画 上回     出現           
再調査（Ｈ28・アンケート調査）を実施

○ 調査結果 基   国 基本指針 求  中間年度（Ｈ29）    事業計画 
見直  実施

○ 国  子育 安心     基   H32当初   ２年度間（H30~31）    教
育 保育     満  供給量 確保

（人・％）

就学前児童数 利用意向率（保育）

現計画 （Ａ） 83,594 30.5
再調査 （Ｂ） 83,338 36.3
差（Ｂ－Ａ） ▲ 256 +5.8

就学前児童数（Ｈ29推計）×利用意向率（     調査結果）
      量 算出

１ 中間年度 見直       踏   現計画 基本的 考 方 維持
① 既存施設の活用
② 区間調整
２ 供給量確保 考 方 再整理
① 供給量確保方策 優先順位     １ ２ ３号別 考 方 明確化
② 居住区 異  区 利用実態 考慮  区間調整
③ 認定こども園の定員設定の考え方を明確化
④ 地域型保育事業については、卒園後の受け皿の状況を踏まえながら拡充
⑤ 新たな受け皿（企業主導型保育事業（地域枠）・幼稚園の一時預かり事業）
の追加

３ 保育士確保の重要性を反映
人材確保 資質 向上 向  取組 進        供給量確保 向  環境
整備を推進
４ 今後のニーズの変化への柔軟な対応
将来的 女性就業率 上昇  国 幼児教育 保育 無償化等 伴 計画値 
超えた保育ニーズの増には、必要に応じて迅速・柔軟な対応

（人）

０歳 １・２歳

保育 教育

現計画    量
（Ａ） 2,246 9,669 13,552 3,905 22,773

再調査    量
（Ｂ） 2,366 12,529 15,401 4,595 19,533

   量 増減
（Ｂ－Ａ） +120 +2,860 +1,849 +690 ▲ 3,240

３ ５歳

３号
２号

１号

3

資料３－１ 


